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【論文要旨】
イギ リスにおける大気汚染問題の歴史に関する都市レベルの先行研究は,産 業革命期,大 気汚
染発生者である工業企業家層の地域行政に対する影響力が増大するなかで,① なぜ主要な工業都市
において大気汚染規制が導入され得たのか,ま た,② なぜそれは後に効力を失ったのか,と いう重
要な問題に説得力のある解答を出していない。
バーミンガムを対象 とした本稿では,ま ず,バ ーミンガムにおける産業革命期の製造業,と くに
金属加工業の発展,す なわち一部企業の動力機械化と大規模化の進展を明らかにする。つぎに,他
方 における小規模製造業者の残存 と,彼 らの状況,ま た,1835年の都市自治体法の施行以降に顕
在化した地域行政をめぐる中小生産者層と大規模企業家層との間の対立について明らかにする。そ
の上で,1828年のバー ミンガムにおける最初の大気汚染規制導入に対する大規模企業家層の積極
的 ・主体的な関与を,バ ーミンガム市立中央図書館所蔵の史料を用いて明らかにすることを通じて
①の問題に答え,大規模企業家層 と中小生産者層 との間の煙害対策をめぐる利害 ・立場の相違 ・対
立が煙害規制の後の進展を阻害 した,と いう形で②の問題に答えるための基礎 を据える。
【キーワー ド】 大気汚染,バ ー ミンガム,煙 害規制,蒸 気機 関,街 路委員会
目次
はじめに
1産 業革命期バーミンガムにおける製造業の発展
1金 属加工業
論文受付 日2005年10月2日 掲載決定 日2005年11月19日
1
2そ の他の産業
皿 バーミンガムにおける小規模製造業者 とその利害
1中 小生産者の族生
2中 小生産者の利害一都市改革問題を手がか りに
mバ ーミンガムの大気汚染 と規制の始まり
1大 気汚染の発生と対策技術の開発
2初 期煙害規制法の導入と大規模製造業者
おわりに
はじめに
環境問題に対する関心が高まるにしたがい,そ の歴史的起源についても注 目されるようになり,
環境史の研究が急速に進みつつある。これまで筆者が研究 してきたイギリスにおける大気汚染問題
の歴史 もその例に漏れないであろう。この問題 に関する一次資料にまでさかのぼった本格的な研究
もすでにかな り蓄積されている。まず,国 レベルの研究 として,1980年代初 頭にアシュビー
(Ashby,E.)とアンダーソン(Anderson,M.)の共著 『大気浄化の政治学』が刊行され1),またブ
リック(Flick,c.)の論文 「19世紀イギ リスにおける煤煙除去運動」が 『技術と文化』誌 に掲載さ
れた2)。続いて,1990年代か ら今 日にかけて,ラ ッキン(Luckin,B.)の「都市の汚染」,「ロン ド
ンにおける大気汚染問題の発生」3),ボウラー(Bowler,C.)とブ リムコム(Brimblecombe,P.)
の 「後期ヴ ィク トリア朝 ヨークにおける煤煙除去の困難」4),ポーズ(Hawes,R.)の「リヴァプー
ル市における煤煙汚染規制」5),モスリィ(Mosley,S.)の『世界の煙突一ヴィクトリア ・エ ドワー
ド期マンチェスターの煙害史一』,「マンチェスターの煙害認識」6),などが公にされた。それらの
成果に見られるように,研究の動向が都市 レベルへ と深化 ・詳細化し,その厚みが増 した。
しかし,以上のような研究の詳細化は,必 ずしもその内容の質的な進化を意味するものではない
ようにも思われる。都市レベルの研究 も,基本的には国レベルでの研究のアプローチの仕方,問 題
把握の方法を継承しており,それは筆者が別の論文ですでに指摘 しているように,矛 盾や問題を孕
んだものであった。国レベルの先行研究によれば,産業革命以降のイギ リス諸産業における石炭消
費拡大によって引 き起こされた煙害は,19世紀初頭か ら中葉にかけて,主 に地主層,ま た労働者
層の境遇に同情する人道主義的な政治家によって問題 とされ,彼 らの手により全国的な法規制が企
図されたという。だがそれは,煙 害の発生者であり,また産業革命以降その政治的影響力を増大し
た工業企業家層の全般的抵抗により,また世論の低調や労働者層をも含んだ広範な市民運動の欠如
などにより頓挫 したという。 しかし,以上のような説明は,19世紀中葉のイギ リスでは,確 かに
全国 ・全産業一律の法規制は挫折したが,都 市レベルでは多 くの煙害規制法が導入されていたとい
う歴史的事実 と矛盾する。 この問題に対して筆者は,そ れまで単に規制に反発するだけの自由放任
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論者 とされてきた工業企業家層の中にも,煤煙による被害を認識 し,また煙害対策に伴 う企業者側
の利益に着 目して,功 利主義的な観点から規制に積極的 ・主体的に関わった者 もおり,彼 らの力が
煙害への法的対応の進展に大きく寄与 していた事実を明らかにした。ただ,企業者層の中にも,従
事する産業の相違や企業規模の違いにより,煙害対策に伴 う企業者側の利益の有無や煙害対策に対
する積極性が異な り,ゆえに全国 ・全産業一律の規制は頓挫 し,地域利害に配慮 した都市毎の規制
が導入されたこともあわせて指摘 した7)。
しかしながら,都市 レベルの研究は,以上のような国レベルの研究に見られる問題点をほとんど
顧慮 していないかのように思われる。都市 レベルの研究においては,本 来まずもって,製 造業の発
展が顕著な工業都市において,ま た工業的発展の担い手である企業家層の政治的影響力の伸張が著
しい工業都市において,な ぜ煙害に対する規制が導入され得たのかが問題 とされねばな らなかっ
た。 しか し,それはほとんど不問に付されたままである。しかも,導入された規制は,地 場の工業
企業家層の強固な抵抗により,また労働者層を含む広範な市民運動の欠如により,ほ とんど効果の
ないものに終わったとされている。企業家層が規制に強 く反発し,また市民運動の展開も不十分で
あったとされる状況下で,そ の成否はともか くとして,な ぜ煙害規制が導入され得たのか。この点
に答えることのできない都市 レベルの研究は,国 レベルの研究 と同様の問題 ・矛盾を抱えており,
分析レベルを変えた単なるその複製に終止しているとも言えるのである。
ただ,も ちろん,国 レベルの研究と比べた場合,そ れ との相違点や進歩した点 も挙げられる。ま
ず,①導入された規制に対する企業家層の態度が必ずしも一様ではなかったこと,すなわち規制に
従順な企業 と強固に抵抗した企業があった ことを明 らかにした(ボ ウラー とブリムコム)8)。つぎ
に,② 規制に とりわけ強 く抵抗 したのが専 ら小規模製造業者であったことを指摘 した(モ ス リ
ィ)9)。そ して,③ 煙害規制を求める当時の市民団体の主張が,煙 害対策に伴う経済的利益を訴え
るもの,功 利主義的なものであ り,企業家層の利害 と親和性のあるものであったことを明らかにし
た(ラ ッキン,モ ス リィ)10)点である。以上の一連の指摘は,必 ずしも全ての企業家が煙害規制に
抵抗していたのではな く,一部の企業家は規制に従い,さ らには規制に対 して積極的ですらあった
可能性を示していると言える。しかし,①の点について,ボ ウラー とブリムコムは,そ れに触れる
だけに止 まり詳細には検討せず,ま た,② の点について,モ スリィは,そ うした小規模業者の抵抗
をもって企業家全般の抵抗 と同一視 し,そ して,③ の点について,ラ ッキソとモスリィは,そ うし
た功利主義的な主張が企業家に与えた影響,企 業家の反応,企 業家の市民運動への参画などについ
ては全 く考察せず,い ずれも最終的には,企 業家層は単に規制に抵抗するものとして描かれるに終
止 しているのである。だが,以 上の三点は,明 らかに企業家層内部での立場の相違,ま た一部企業
家の規制への積極的参画の可能性を示唆するものであり,それらが明らかになってもなお企業家層
を反規制者 として一括 りにする都市レベルの先行研究は,む しろ国レベルの研究以上に大きな矛盾
を抱えていると言えるのである。
以上の ような問題を抱える都市レベルの大気汚染問題史研究に対 し,筆者は,国 レベルの先行研
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究に対 して行 ったものと同様の批判 と修正を試みたいと考える。すなわち,産 業革命期,工 業企業
家層の地域行政への影響力が増すなかで,ま た,労働者層をも含む広範な反煤煙市民運動が組織化
されていないなかで,な ぜ多 くの工業都市において規制が導入され得たのかを,これまで単なる規
制抵抗者 としてみなされてきた企業家層の利害 と対応を十分に検討し,彼 らの一部の規制導入への
積極的な関与を明らかにすることを通じて解明するとともに,規 制が導入されたにも関わ らず効果
が見 られなかったとされる問題については,先 行研究が重視 してきた市民運動の力不足や法執行当
局者の怠慢などといった暖昧な要因よりも,む しろ企業家層内部での立場 ・利害の相違 ・対立に着
目し,よ り蓋然性のある説明を加えたいと思う。バーミンガムを対象とする本稿での論考は,そ う
した試みの一部である。
バー ミンガムを選択 した理由としては,ま ず,同地がロン ドンに次ぐイングラン ド第二の人口を
抱える大都市であり,また産業革命期,マ ンチェスターと並んで急速な工業的発展を遂げた工業都
市であったためである。バーミンガムが深刻な煙害に直面 していた可能性は高い。つぎに,同 地は
1832年の選挙法改正に結実する議会改革運動における最大の議会外拠点として有名であ り,新興
ブルジョワ層,と りわけ工業企業家層の政治的影響力の強い土地柄であったためである。バー ミン
ガムにおいて何 らかの煙害規制が導入されたとするな らば,そ こには工業企業家層の積極的な関与
が十分に考えられるであろう。最後に,バ ーミンガムでは,産 業革命期の工業的発展のなかで,大
規模経営が登場し成長する一方で,大量の小規模経営が残存 していたことが指摘されているためで
ある。バーミンガムには企業家層内部での立場の相違や利害の対立が存在 し,それが煙害規制の進
展に,と くに規制導入以降の法執行過程に影響を及ぼ していた可能性が十分に考えられるのであ
る。 このように,企業家層の煙害規制に対する対応や利害を見るにあたって,バ ーミンガムは恰好
の都市である。バーミンガムの社会経済的状況やそこにおける企業家層の利害,彼 らの政策的な志
向などを検討し,それらと煙害およびその規制 との関係を分析することは,新たな視点から都市レ
ベルの大気汚染問題史を構築するにあたって,大 きな意義を有していると言える。このような意義
があるにもかかわらず,産 業革命期のバーミンガムの大気汚染問題に関する研究は,管 見の限 り我
が国にも欧米にも無いのが現状である。本稿がその空 白を埋めることができれば幸いである。
ここで最後に,本稿の目的と対象を限定しておきたいと思う。本稿では,産 業革命期のバーミン
ガムにおける大気汚染問題およびその規制と企業家層の利害の関係を見るにあた り,まずその重要
な基礎的事実 として,バ ーミンガムにおける工業的発展 とそこにおける製造業者の状況,ま た彼 ら
の煙害規制以外の政策,と くに都市行政改革をめぐる利害について検討し,その上で,同 地におけ
る大気汚染の発生 と認知,そ してそれに対する技術的対応および法的対応の導入に関わる製造業者
の役割について考察する。 よって本稿では,バ ーミンガムにおける工業企業家層内部の立場や利害
の相違 ・対立の問題を,一 つの基本的な確認事項 として,都市行政改革 と関連させて検討するが,
そうした対立がとくに強い影響を及ぼしたと考えられる煙害規制の導入以降,煙害規制法の執行過
程における諸問題 との関連については,紙幅の都合上,ま た現時点での史料上の制約によりほ とん
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ど扱 うことができなかった。この問題については,本 稿での基礎的事実の確認および煙害規制導入
における一部工業企業家の積極的役割に関する考察を踏まえて,ま た別の機会に詳細に論考 したい
と思う。なお,バーミンガムにおける煙害規制の導入に関する本稿の考察は,筆者による現地バー
ミンガム市立中央図書館における史料収集 とその分析の成果である。
1産 業革命期バーミンガムにおける製造業の発展
産業革命期のバーミンガムにおける工業的発展については,我 が国ではあまり詳細には紹介され
ていないように思う。産業革命前夜(18世紀前半)の バーミンガムおよびブラック ・カン トリー
の金属加工業の状況については,大 河内暁男氏が 『近代イギ リス経済史研究一国内市場の研究一』
のなかで11),その販路 ・市場の拡大について詳述 している。 しかし,同時代における同産業の成
長の制約となっていた原料の国産銑鉄 ・錬鉄の高価格 と海外産鉄への依存が,近隣の製鉄業におけ
る石炭(コ ークス)利 用の開始(銑 鉄生産においては1709年,錬鉄生産においては1783年)によ
って解決された後のバーミンガムの発展については述べ られていない。 もちろん,産業革命以降の
同市の発展に関して叙述がないわけではない。上の大河内氏は,別 著 『産業革命期経営史研究』の
なかで12),ボウル トソのソーホー製作所の発展について,ま た関口尚志氏が 「イングラン ド銀行
支店経営 と中央銀行政策一 『地域』からみた 『中央』銀行政策形成史一」のなかで13),バーミン
ガムの工業の発展を支えた金融業の発達について詳述している。だが,産業革命期における同市の
工業それ自体に関する包括的な記述はあまり多 くない。管見の限 り,この点について最 も多 く言及
しているのは,製 造業の発展 というよりはむしろその停滞ないし前近代性に着 目した武居良明氏の
「19世紀バーミンガムにおける雇用関係と議会改革運動」だけである14)。イングラン ド第二の都市
でありなが ら,産業革命期の同地の工業的発展に対する関心がかくも薄いことにはいくつかの理由
が考えられる。まず,大 河内氏が明らかにしたように,産業革命期以前にバーミンガムの工業がか
なりの発展を遂げていたため,そ れに関心が向けられたことが第一である。つぎに,武居氏が指摘
したように,マ ンチェスターで見 られたような機械の発明と普及,そ してそれに伴 う大規模工場の
登場 と小経営の駆逐 といった,産業革命期の工業に見 られた典型的な変革が,バ ーミンガムではそ
れほど顕著には見られなかったこともその理由と思われる。 しかし,実際には,バ ーミンガムの諸
産業は明らかに産業革命期に変革 と発展を示していた。そこで本稿では,欧 米の研究成果に基づい
て,まずバーミンガムの基幹産業である金属加工業を中心 とする工業的発展について事実を確認 し
ておこう。
1金 属加工業
金 属加工 業の なかには多 くの業種 が含 まれ る。 バー ミンガム では,銃 砲,刃 物,調 理 器具,食
器,「 トイズ」(toys)と総称 され るボタン,バ ックル,ピ ン,な どの服飾小物 を中心 とする金属 小
間物,宝 飾品,釘,ワ イヤー,水 道 ・ガ ス管,な どが作 られて いた。 その原料 は鉄 が主 で,さ らに
一5一
真鍮,金,銀,錫,な ど多様 であ った。産業 革命期 におけ る同市 の金属工 業の発展 は顕著 で あ っ
た。例 えば,バ ー ミンガ ム産 金属 製品の海外輸 出額 は,1784-6年の162万2000ポン ドか ら1794-6
年 の364万ポン ドへ と,10年の うち に2倍 以上増加 している。 また,銃 砲の生産 は,戦 争特需 のな
か った時期で も,1816-26年の年平均12万7337丁か ら,1855-64年の年平均32万7781丁へ と2倍 以
上 増加 した15)。なお,対 仏戦争期 の1804-15年に,バ ー ミンガムの銃砲製造業者 は イギ リス政府 に
303万7644本の銃身 と287万9203個の発射装置 を納入 してい る。 これは同時期のフ ランス にあった
全造兵廠 に よる生産 量の10倍以上 であった16)。
以上 の ようなバー ミンガムの金属 加工業 の発 展について,先 行 研究は,そ の要因の確定 に困難 を
感 じてい るようであ る。 とい うの も,産 業革命 期の金属加工 業においては,と くに生産性 を向上 さ
せ るような大 きな技 術的変革 もな く,そ れまで と同様の,職 人の熟練 に依 存 した生産が行 われてい
たためであ る。 それゆえ,そ の発 展は,バ ー ミンガムの周辺 地域,ブ ラック ・カン トリー,西 部 ミ
ッ ドラソ ドにおけ る製鉄 業お よび炭 鉱業の発展(精 鋭 ・精錬 におけ るコー クスの利用や製鉄 お よび
採炭 におけ る蒸 気力の利用な どによる生産 量の増大),コ ーン ウ ォールにおけ る非鉄金 属採鉱技 術
やス ワソシー,ブ リス トルにおけ る非鉄金属精 錬技術 の発達,運 河交通網の発達,金 融業 の発展,
そ して イギ リス経済全体の成長 とい った,多 くの外生的 な要 因に よって説明 され るこ とになる。 そ
うした変化を受け,バ ー ミンガムの金属加工業 は,生 産性 の向上 とい うよ りは,従 業者数,労 働 力
(人口)の 増 加(バ ー ミンガム の人 口は1750年の2万3688人か ら1801年の7万3670人へ と増加 し
た),そ して作業場 の,規 模 では な く数 の増 加(例 えば,真 鍮製品 製造業 では,1800年の50から
1830年の280へと増加 した)と い う形 で拡大 した と理解 されている17)。
しか し,バ ー ミンガムの金属 加工業 の内部 に おいて も,少 なか らず生産性の向上 につながる変 化
があ った。例 えば,銃 砲 製造 では,オ ズボーン(Osborn,H.)により発明 された ロー ラー を用 いた
銃 身製造技術 の普及,真 鍮製 品製造 では,真 鍮 製造技術 自体 のバー ミンガムへの移 植 と改 良(滲 透
法 か ら端綱法 へ),ボ タン製造 では,ヒ ー トンズ ・マシーン(Heaton'smachine)と呼 ばれ るボ タ
ン裏 座製造機の発 明,ピ ソ製 造では,レ ドサ ム(Ledsam,D.)とジ ョー ンズ(Jones,W.)によ る
ピソ製造機 の発 明,な どである18)。
と くに重要 な変革 は,多 くの業種 ・工 程に おける蒸 気力 の導 入で ある。1800年頃にバ ー ミン ガ
ムで使用 されていた蒸気機関の総馬力 は270馬力であ ったが,1835年には2,700馬力(169台)へ と
10倍増 す る。金属 加工業 において,蒸 気 力は,圧 延,牽 引,切 断,鍛 造,鋳 造,研 磨,穿 孔,刻
印な ど様 々な工程 で利 用 された19)。そ して,動 力機 械 化 した業種 では大 規模工 場 も出現 した。
1812年には,ラ イラン ド(Ryland,J)が労働者150人規模 の真鍮製 品(馬 具)工 場 を,メ ッセ ン
ジ ャー(Messenger,T.)が100～250人規 模 の真鍮 鋳物工 場 を,バ ニス ター(Bannister,W.)が
120人規 模の板 金工 場 を経 営 して いた。1833年には,100馬力の蒸 気機 関 を用 い たジ ェン キン ズ
(Jenkins,W.)が,250人規 模の真鍮鋳 物工場 を,フ ィプ ソソ(Phipson,R.)が250人規模 の ピソ
工場 を営んでいた。1842年には,タ ーナー社(Turner&Sons)が500人規 模の,ま た エ リオ ッ ト
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(Elliott,W.)が250人規模 のボ タン工場 を,ジ ェー ムズ(James,J.)が360人規模 のス クリュー工
場 を運営 していた。 そ して1844年には,ボ ウル トン&ワ ッ ト社(Boulton&Watt)は400人の労
働者 を雇用 して 蒸気機 関 を製造 してい た20)。産 業革 命期,バ ー ミンガ ムの 金属加 工業 におい て
も,動 力機 械化 と大規 模化は少なか らず進行 していたのであ る。
2そ の他の産業
バーミンガムには,金 属加工業以外にも様々な産業が存在 した。同市に特有の産業 としては,混
凝紙ない しパピエマシエ(papier-mach6)製造業,漆 塗 り(japanning)業,ブリソ トガラス製造
業があった。混凝紙製造は産業革命期にバーミンガムにもた らされた新 しい産業であった。それは
1770年頃にクレイ(Clay,H.)が導入し,1772年に厚紙の製造法で特許を取得 している。混凝紙
は馬車の屋根,本 の外装,調 度,な どに使用された21)。漆塗 り業は産業革命以前にもバーミンガ
ムで営まれていたが,18世紀中葉,後 に著名な印刷業者 となるバスカーヴィル(Baskerville,J.)
によってその製造法が改革 された22)。ブ リソ トガラス製造は1762年にオ ッペンハ イム(Oppen-
heim,M.)により始め られ,そ の原料 となる良質の砂がバー ミンガム周辺で豊富に入手可能であ
ったこともあり,急速に拡大した23)。以上の産業は,比 較的少数の企業によって,か な り大規模
に営まれていた ようである。例えば,ガ ラス製造では,ジ ョーンズ&ス マー ト社(Jones,Smart
&Co.)が1799年,当時としてはかなりめずらしい三階建ての工場で事業を営んでいた24)。また,
蒸気動力化 も進行 していた と見られる。1835年時点でも,製紙業では計44馬力の蒸気機関が,ま
たガラス製造 と関係のあるガラス研磨では計87馬力,土 研ぎでは計37馬力の蒸気機関が使用され
ていた25)。なお,バ ー ミンガム特有の産業 としては,真 鍮を用いた馬具用金具製造 との関連で,
製革業も発展していた26)。
以上のバーミンガム特有の産業の他に,多 くの人口が集まる都市にはおおよそ存在する各種の産
業があった。例えば,醸 造業や製パン業などの食品関連産業,レ ンガ ・タイル製造,家 具製造など
の住宅関連産業である。すでに見たように,18世紀後半の半世紀ほどで人口が3倍 以上増加した
バーミンガムでは,当 然にそうした人々の 日常的要求に応える産業 も成長 した。1767年,バー ミ
ンガムにはすでに50もの製パン業者がいたが,1788年には66にまで増加 した27)。また,レ ンガ ・
タイル製造 も産業革命期にバー ミンガム近郊で顕著に拡大 したと指摘されている28)。そして,一
部の産業では蒸気力も導入されていた。家具製造 と関係のある木工所では,1835年には計97馬力
の蒸気力が使用されていた。また,醸 造業でも,僅 かではあるが4馬 力の蒸気機関を導入した業
者が存在 した29)。
以上のように,産業革命期,小 さな作業場で働 く多 くの職人の熟練によって発展 した とされるバ
ーミンガムでも,マンチェスターをはじめ とする繊維産業都市 と同様,機 械の導入,蒸 気力の利用
によって大規模化する企業 も確かに見られたのである。
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皿 バー ミンガムにおける小規模製造業者とその利害
前節で見たように,バ ーミンガムにおいても一部の企業は大規模工場化していた。しかし,バー
ミンガムの製造業の多 くは圧倒的に多数の小規模の製造業者によって営まれていた。職人の熟練に
依存 した小さな作業場での道具を用いた生産が,バ ーミンガムの発展を支えていたことは看過 し得
ない。またそれが,産業革命期バーミンガムの製造業の北部繊維産業 とは異なる著 しい特色をなし
ていたことも事実である。そして,小 規模製造業者の族生 と彼 らの固有の利害は,バ ーミンガムに
特有の政策的な方向性を生み出すことになる。それは様々な形態で現れて くるが,こ こでは19世
紀前半に行われたバーミンガムの都市改革を例 として取 り上げその実態を見る。
1中 小生産者の籏生
バーミンガムにおいて,恐 らく最 も多 くの小規模製造業者,小 親方(smallmaster)が従事 して
いたのは銃砲製造業であろう。銃砲は多 くの部品(19世紀中葉の銃の部品は63ほどあった)に よ
って,ま た多 くの工程(1853年のあるマスカ ット銃の製造工程は600以上あった)を 経て作成され
る。銃身製造を除けば,そ こには機械化 し得ない熟練 した技術を必要 とする細かな作業 も多 く,そ
うした工程が時間節約のために分業化され,そ れぞれの工程,部 品製造に特化した中小の生産者が
大量に出現することになった30)。そうした経営には,数 十人の職人を雇って比較的大規模な経営
を行う上層の親方か ら,家族労働に依存する一人経営まで様々であった。彼 らの多 くは,銃 砲の組
立 と仕上げを行う親方銃砲製造業者(mastergunmaker)や全 く別の業種の製造業者が建てた建
物の一部を作業場として借 り受けて製造を行った。そうした生産者のなかには,製造 した部品を専
ら特定の製造業者(例えば前の建物を貸している製造業者)にのみ納入 して下請化する者 もいたが,
中間商人を通して全国で販売を行う独立した親方もいた31)。
銃砲製造に限らず,他 の金属加工業でも中小生産者は重要な位置を占めていた。比較的大 きな動
力を必要とし,大規模化の傾向が強かった真鍮鋳物製造業でも,かな りの程度で細分化 と特化が進
み,19世紀はじめには,そ れぞれの工程ないしそれぞれの製品製造を専門に行う小規模製造業者
が大多数を占めていた。彼 らも銃砲の小規模製造業者 と同様に,作 業場を間借 りし,数人の労働者
ないし家族の力を使用 して生産を行った。なお,そ うした親方の中には,他 の間借 り人などとシェ
アをして蒸気力を利用する者 もいたという。そ して,極 めて種類が多 く,趣味性が強 く,標準化や
機械化による大量生産には向かない一部の金属小間物や宝飾品も,主 として同様の中小生産者によ
って製造されていた32)。
ところで,以 上のような産業における小規模製造業者の残存は,あ る意味で不況への対応策であ
った とも言われる。流行に左右されやすい服飾小物などでは,あ る種類の製品への需要が短期間の
うちに廃れることもしば しばであり,景気の変動は激しかった。 しかし,固定資本をそれほど必要
としない小規模の手工業的経営の場合,転 業などによってそれを乗 り切ることが可能であった。実
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際に,19世紀初頭には,生 産者のバ ックル製造からボタン製造への大規模な転業が起 こってい
る。銃砲製造 も同様であった。対仏戦争期,バ ーミンガムの銃砲製造業は活況に満ちたが,終 戦で
一気に不景気に陥った。 しかし,それまで軍用の銃砲の部品を製造していた親方たちは,民 生用の
銃砲製造へと転業,さ らには当時需要が伸び始めていたガス管や水道管の製造へと転業し,その危
機を乗 り切 ったといわれる33)。
とはいえ,中 小生産者の経営が常に状況に順応できたわけではなかった。機械化 し,また蒸気力
を導入した大工場 との競争は,バ ーミンガムでは確かにそれほど激しくなかった。 しかし,同業者
の間の,ま た関連企業 との競争は激 しく,そ して参入障壁の低さ,ま た産業規制(キ ル ド規制)の
不在は,熟練 した職人の小親方への不断の上昇を可能にしていた。バーミンガムの中小生産者も,
その原因は異なるとはいえ,マ ンチェスターをはじめとする北部繊維産業都市の中小生産者 と同様
に厳 しい経営を迫 られていたのであり,限界操業,さ らには廃業,労 働者への転落の危機に常に晒
されていたのである34)。そして,バ ーミンガムでは,そ うした中小生産者が大量に存在し,大 き
な影響力を持つことができたのである。それはバーミンガムの政治的な志向,政策の方向性にも当
然に影響を及ぼすことになる。
2中 小生産者層の利害一都市改革問題を手がかりに
産業革命以降,バ ーミンガムにおける多数の中小生産者の存在が,同地の政治に大 きな影響を及
ぼした最初の事例は,議 会改革,1832年の第一次選挙法改正であったと思われる。地主層によっ
て支配されていた議会庶民院に,新興ブルジョワ層,工 業企業家層の利害を直接的に反映させるこ
とを目的 として進め られた議会改革運動に際 して,バ ーミンガムは議会外の運動の最大の拠点とな
った。なぜ,バ ーミンガムにおいて,か くも激 しい運動が展開され得たのか。その理由としては,
運動への労働者層の参画が指摘されている。そしてそれには,バ ーミンガムにおける大量の親方の
存在が関係をしていた。バーミンガムの親方 と職人の関係は,マ ンチェスターにおける大工場主 と
労働者のように明瞭には分離されておらず,親 方 も職人 と同じ屋根の下,同 じ作業台で仕事をし,
彼 らの間には一種の運命共同体的意識があったと言われる。親方 も職人に対 して温情主義的に接 し
ていたとされ,ま た小親方層の存在は職大層に社会的上昇の希望を与えていた。バーミンガムにお
いては資本家 と労働者の乖離 と対立は激しくはなく,階級闘争よりも階級融和が支配的であった。
議会改革を求める圧力団体 「バーミンガム政治協会」(BirminghamPoliticalUnion)には,大 企
業家だけでな くそうした中小の生産者 と労働者がともに結集 し,産業に従事する者が一致団結 して
伝統的支配層,地 主層と対決したのであ り,それがバー ミンガムを議会改革運動の一大拠点 とした
のである35)。
しかし,選挙法改正後,バ ーミンガムの産業従事者のなかに対抗的関係が生まれることになる。
地域行政をめぐる大工揚蓋層 と中小生産者層の対抗である。
産業革命期のバーミンガムの地域行政は,「バーミンガム改良法」(BirminghamImprovement
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Act)と略記される地域的個別法(localact)によって職域 ・権限を規定された街路委員会(street
commissioners)なる団体によって専ら行われていた。独 自の税の課税権や徴税権を持つこの委員
会は,そ の収入で,市場管理,街 路管理,清掃,夜 警,な ど,都市生活と密接に関わる諸問題の解
決を行政領域 として掌握 していた。委員会は,都市化の急速な進展にともなって,ま すますその重
要性を増 しつつあった。委員会の委員は,一定の財産資格要件を満たした者 による互選 によって選
出されたが,そ の基準がかな り高かったこともあり,選出されるのは地場の上層階層に限 られてい
た。ただし,工業化の著 しいバーミンガムにおいては,そ うした上層階層には,地 主や商人だけで
な く,富裕な工場主を中心に多 くの製造業者も含まれることになる。例えば,前 に紹介した漆塗 り
業者,バ スカーヴィルもその一人であった36)。
1832年の選挙法改正後,以 上のような地域行政に関して大 きな変革が起こる。議会改革 に引 き
続 く形で,都 市改革が進むのである。1835年の都市 自治体法(MunicipalCorporationAct)が成
立 し,そ れを受け,バ ーミンガムにおいても自治都市化への動きが加速 し,同市は1838年には遂
に勅許状を獲得 し,自治都市 となった。自治都市化にともない,市 の上層階層の人 々の間で互選 さ
れた委員によって構成される街路委員会 とは別個に,幅 広い階層の人々による選挙で選出された議
員からなる市議会が誕生した。同市議会には地場の中小生産者の利害が色濃 く反映されたという。
ところで,1835年の都市自治体法は,市 議会が担う行政領域 として,治 安維持,警 察行政のみを
想定していた。 しかし,バ ーミンガム市議会は,幅広い民意を代表する機 関として,他 の行政領
域,す なわちそれまで街路委員会が司っていた街路管理や清掃などをも掌握 しようと動き出す。市
議会は,市議会の行政領域拡大を要求する陳情書を議会に提出し,他方,街 路委員会も自己の一層
の権限拡大を訴える。 こうして,街 路委員会を通じて地域行政を支配してきた大工場主を含む地場
の上層階層 と,市議会を通して市政にその利害を反映させようとする中小生産者層 との対抗的関係
が顕在化するのである。議会改革 においてこそ,一致団結 して伝統的支配階層と対峙し得た工業企
業家層であったが,都市改革に際しては,大 工場主層 と中小生産者層 とに乖離し対抗し合 うことに
なったのである37)。
多 くの小規模製造業者が族生するバーミンガムにおける以上の抗争の帰結は,中 小生産者=市 議
会側の勝利に終わった。1851年に獲得された地域的個別法により,街路委員会が掌握 していた職
権が市議会に移譲された。 しかし,この結果は,バ ーミンガムの地域行政に とっては,必 ず しもプ
ラスではなかったようである。市議会は公衆衛生行政をはじめとする多 くの行政領域についての権
限を獲得 したにもかかわらず,そ れを行使 しようとはしなかった。ここに,市議会を通 じた中小生
産者層の地域行政への影響力の増大が看て取れる。すでに見たように,日 々苦しい経営を強いられ
ていた親方層は,行政権限は獲得 しながらも,財政支出を増加させ増税を引き起 こしかねないその
執行には強 く抵抗 したのである。それは,公 衆衛生行政について,市議会が常設の当局者の任命を
拒否 したことに現れていた。こうして,19世紀中葉までに,厳 しい経営状況のなかで何 よりも支
出を削減 したいと望むバーミンガムの中小生産者の利害は,富裕な工場主との地域行政の主導権を
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めぐる対抗的関係を経た後に,市議会を通 じて実現されるようになった。その結果,バ ーミンガム
の市政においては,安 価な地域行政を望むという政策的な志向が作り出されることになったのであ
る38)。
皿 バー ミンガムの大気汚染と規制の始ま り
第1節,第 五節 と見てきたように,産業革命期のバーミンガムにおいては,金 属加工業を中心 と
した工業的発展が見 られた。また,特定業種では動力機械化が進み,工 場制度の下で大規模生産が
行われるようになる一方,多 数の小規模製造業者が職人とともに小さな作業場で道具を使った生産
を行っていたことが明らかになった。そして,厳 しい経営を行うそうした中小生産者層の利害がバ
ーミンガムにおいては重要な位置を占め,その地域行政においては,当 初こそ大工揚蓋の影響力が
強かったが,後 には中小生産者層の利害に強 く規定されたことが明らかになった。
では,以上のようなバーミンガムにおいて,本稿の課題である大気汚染はいかなる状況にあ り,
またそれに対 して どのような対応がとられたのであろうか。
1大 気汚染の発生と対策技術の開発
バーミンガムを含む西部ミッドラソズの中心地域は古 くから 「ブラック ・カン トリー」と呼ばれ
る。その理由は,一般的に言われているように,こ の地域の市街が煤煙によって黒 く煤けていたか
らではなく,同地の土の色が黒かったためとも言われる。ただ,こ の土の色は大気汚染と大いに関
係がある。黒い土はその下に豊富な石炭層の埋蔵を意味しているからである。すでに見たように,
産業革命期にバー ミンガムは,金属加工業を中心に工業的発展を経験 したが,鍛 造用の火床や鋳造
用の堵渦の加熱,さ らには圧延機を動かす蒸気機関のボイラーの加熱など,多用途で石炭を使用す
る同産業の発展の重要な条件の一つに,近隣で採掘されるこの豊富な石炭の存在があったことは間
違いない。 しかし,その石炭の燃焼により発生する煤煙によって,バ ーミンガムは悩まされること
になるのである。
産業革命期のバーミンガムにおける正確な石炭消費量について知 り得る統計は恐 らく無い。た
だ,ブ ラック ・カントリーを含む各州で産出された石炭の統計はその目安 となるであろう。なぜな
ら,各州で産出された石炭のほ とんどは同一地域内で消費されたと考えられるためである。産業革
命期のスタッフォー ドシャー,ウ ォリックシャー,ウ ースターシャーの石炭産出量は,1750-55年
の年平均35万トソから1801-1805年の年平均176万トンに,そ して1846-50年の年平均615万トソへ
と17倍以上増加 した39)。むろん,そ の全てがバー ミンガムの金属加工業によって消費されたわけ
ではな く,む しろその多 くが南スタッフ ォー ドシャーの製鉄業で使用されたと考えるべきであろ
う。 しかし,製鉄業の発展は,当 然に金属加工業の発展をも導 くことを考えれば,バ ーミンガムに
おける石炭消費量の急激な増加を推し量ることは可能であろう。
産業革命期バーミンガムのこのような石炭消費量の増大は,同地における大気汚染問題,石 炭燃
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焼 に伴 い発 生す る煤煙 によ る煙害(smokenuisance)を深刻 化 させ るこ とにな る。 産業革 命以 降
のバ ー ミンガムの煙害 につ いて,史 料 に残 る形 では じめて公 の場 で語 られ たの は,1819年に議 会
庶 民院 に設置 され た 「蒸 気機 関 と炉 に関 する特別委 員会」(SelectCommitteeonSteamEngines
andFurnaces)の1820年の公聴会 に際 して であ った と思 われ る。 同公 聴会 に出席 したバ ー ミンガ
ムの大規模金属圧 延業者,フ ィプソン(Phipson,W.)は,同地 で煙 害が社会問題化 して お り,自
分 も近 隣の住民達に よって煙害の罪で訴追 され ているこ とを明 らかに した40)。
ところで,バ ー ミンガムの金属加工業におい ては,す でに中世 か ら石炭が使用 され ていた ことが
知 られ てい る41)。そ うした意 味では,地 域住民 の間 に石 炭煤煙 に ついての ある程 度の慣 れの よう
な ものがあ って も不思議ではないのだが,な ぜ産業革命期 にな って突然,住 民に よる非難 の声 が上
が ったのであ ろうか。 この点 につ いては,恐 ら く,緩 やかにではあ るが着実 に進行す る蒸気機 関の
普及 が,そ の原因 の一 つ として挙 げ られる と思 う。 バー ミンガム の金 属加工業 では,早 くも1792
年 に16馬力の蒸気機関が導入 され ているが,そ れは1820年には計約800馬力 にまで増加 する ことに
な る。 フ ィプ ソソ も100馬力 と60馬力 の蒸気 機関 を導 入 し,週 に60トン もの石 炭 を消 費 してい
た42)。ところで,こ れ ら初 期の蒸気機 関は,そ のボ イラー を熱 す る炉 の燃焼効率 が極 めて悪 か っ
た。 大 きな騒音のな かで不完全燃焼 による濃い黒煙 を大 量に排出 しな が ら稼働す る蒸気機 関には,
バ ー ミン ガ ム の 住 民 も耐 え る こ とが で きず,コ モ ン ・ロ ー(commonlaw)上の 生 活 妨 害
(nuisance)を根拠 にフ ィプ ソソ を訴 えた と考 えられ る。 当時 問題 とな った煙害被害 は,家 屋 ・家
財 の汚損,植 生の破壊,地 価 ・貸借料の低下,な ど,財 産上 の被 害が主で あった43)。
以上の ような近隣住民の苦情 に対 し,フ ィプ ソソは真摯 に対応 して いる。彼はバー ミンガムが含
まれ るウ ォ リックシ ャー の州都 で あるウ ォ リックに汚染対策技 術 を開発 した人物 が い るこ とを聞
き,遠 路 自ら同市 まで赴 き,そ の開発者,硫 毛織業者 のパー クス(Parks,J.)と会見 し工場 を見学
した。 そ して,パ ー クスの汚染対策技 術に よる煤煙 防除効果 を確認 し,蒸 気機関 用の5基 の炉 へ
の適 用を決心 したのであ る44)。
ところで,パ ー クスは,煙 害防除技術の最初 の開発者 ではな く改良者であ った。 その先行者 は他
な らぬ ワ ット(Watt,J.)であった。彼は彼の蒸気機 関の最初期 の利用者 であったマンチ ェス ター
の紡 績業者,ド リンクウ ォー ター(Drinkwater,P.)の依頼(彼 も近隣住民 の苦情 に悩 まされてい
た)に 基 づ き煤煙防 除技術 の開 発を試み,1785年には 同技術 で特許 を取得 してい る45)。彼 の技 術
は,炉 の本来の空気流入箇所であ る火格子の他 にも空気流 入箇所 を設け,炉 への空気(酸 素)流 入
量 を増 や し,石 炭 を完全燃焼 させ,不 完全燃 焼の結果 であ る煤 煙 を除 去 しよう とす る もの であ っ
た。 ワ ッ トのそ うした新型炉は,後 にパー クス によって,さ らには リヴ ァプールの汽船会社経 営者
ウ イリアムズ(Williams,C.W.)によって改良 され普及 する ことにな る。
バ ー ミンガムには,ワ ッ トの他 にも,ワ ッ トとは別の方法 で煤 煙を除去 しようと試み る技 術者 が
いた。 バー ミン ガムの イーグル鋳造所(EagleFoundry)で働 く土木技師(civilengineer)のブラ
ン トソ(Brunton,W.)であ る。彼 は元 はボウル トソ&ワ ッ ト社 の機 関助手で,後 には 同社 の工 場
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監督 となった人物であ り,イーグル鋳造所でも恐 らくは経営者に近い立場であったと思われる。彼
の技術は,炉 の中の火格子を蒸気動力によって回転させることにより,火格子の上の石炭を薄 く平
坦にし,火格子からの酸素流入量を増加させ,石 炭を完全燃焼させ,煤煙を防除 しようとするもの
であった46)。ブラン トンのこの技術は,後 にロン ドンの技師ジャックス(Jucks,J.)によって改良
され普及することになる。なお,大 規模な鋳造所 として著名であったイーグル鋳造所は47),この
ロ
ブラソ トンの煤煙防除炉を導入している。このように,バー ミンガムはいわば大気汚染防止技術の
発祥の地であった。 このことは,同 地における煙害の深刻さ,ま た煙害除去に対する欲求の大 き
さ,またそれに対応しようとする工場主の多さの証左 と言えよう。
ところで,な ぜパークスは,ワ ットの新型炉を改良しようとしたのであろうか。 自らが経営する
硫毛織工場の漂白工程にある製品に対する煙の悪影響に不満を抱いていた彼にとっては,煤 煙防除
効果のさらなる向上がその主目的であったと考えられる。しかし,彼 にはもう一つ別の 目的 とし
て,燃 料節約効果の向上があったように思われる。煤煙防除技術が酸素流入量の増加による石炭の
完全燃焼を 目指すものであるな らば,本 来ならば同時に燃料節約がもたらされるはずだが,ワ ット
の新型炉の場合,そ れがほとんどなかったとされる。パークスはこの点を問題 とし,知人であった
当時の科学技術界の重鎮,デ イヴィ(Davy,SirHumphrey)とともに改良に努めている。その結
果,彼 の新型炉では25%の燃料節約を生み出すことに成功 した48)。また,ブ ラン トンの新型炉 も
30%の燃料節約をともなった。彼は言 う。新型炉導入のための費用は燃料節約によって,ロ ン ド
ンでは一年半弱で,ス タッフォー ドシャーでは三年で回収可能であると49)。むろん,そ の回収期
間の後は,そ れを導入 した工場主に利益が発生することになる。なお,回 収期間に差があるのは,
石炭価格の地域差のためである。ちなみに,1820年当時,ロ ン ドンの石炭価格は トソ約31シリン
グ,バ ーミンガムのそれは トン約13シリングであった50)。ロン ドンほどではないにしろ,バ ーミ
ンガムにおいても,煤煙防除炉の持つこの燃料節約効果は,工 業企業家にその採用を促すに十分な
意味をもった と考えられる。前のフィプソンも,パークスの工場を見学した際,そ の効果に多大な
関心を払っている。この燃料節約効果は,企業家が汚染防止技術を導入する際の決め手の一つとな
っていた と言える。
以上の燃料節約効果に関 しては,上記の地域間の石炭の価格差 とも関連しつつ,産 業間でかな り
の格差があったことが知 られている。例えば,炭鉱業や,ま た自らで炭鉱を経営することの多い製
鉄業では,燃 料節約はほとんど期待できなかった。なぜなら,それらの産業の場合,販 売用ないし
精鋭用石炭の採掘過程で不可避的に出る粉炭や くず炭など,無価値な石炭 を用いて蒸気機関を稼動
させていたためである51)。しかし,バー ミンガムにおいては,こ うしたことはほとんど起 こらな
かったと思われる。バーミンガムには大規模な炭鉱 も製鉄所 もな く,またそこにおいて蒸気機関が
大量に使用されることもなかったからである。バーミンガムに立地するほ とんどの産業は,煤 煙防
除炉の利用によって,汚 染防止だけでなく燃料節約 も期待できた と考えられる。
以上のように,産業革命期のバーミンガムにおいては,煙 害が深刻化する一方で,煙 害対策技術
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の開発が煙害発生の当事者である金属加工業従事者の手によって進められ,ま た同技術の持つ燃料
節約効果も手伝い,一部の工業企業家によって積極的にその導入が図られていたのである。
2初 期煙害規制法の導入一大規模製造業者による規制推進
そ して,以 上のようなバー ミンガムの状況は,バ ーミンガムを煙害規制の先進都市にした。
1828年,バーミンガムは,蒸 気機関の所有者および占有者に対 して,煤 煙防除炉の使用を義務付
け,違 反老には50ポン ドの罰金を科す煙害規制条項(第56条)を含む地域的個別法(1828年「バ
ーミンガム改良法」)を獲得することになる52)。同様の条項を持 った地域的個別法が,マ ンチェス
ターや リーズなどの繊維産業都市に導入されたのが1840年代であったことを考えると,や は りバ
ーミンガムは煙害規制の先進地域であったと言えよう。そうした先進性の背景については前項で述
べたとおりである。
さて,以上の法は,前 節でも触れたバーミンガムの地域行政を司る街路委員会によって法案が作
成され,市民集会を経た上で中央議会 にかけられ両院を通過 し成立したものである。では,煙 害規
制の第一の推進主体 ともいうべき当時の街路委員会 とは,い かなる人々によって構成されていたの
であろうか。まず,当 時の委員の人数は88名であった。その うち,職 業不詳が16名,石炭商など
何 らかの商人が14人,銀行家が2人,建 築家が1人,宿 屋が1人,薬 剤師が1人,波 止場主が1
人であ り,そ して驚 くことに,残 りの52人は全て何 らかの製造業者であった。主だった者だけを
挙げても,前 にも登場 した金属圧延業者のフ ィプソン(Phipson,W.),馬具金具製造業者のアイ
ソスワース(Ainsworth,1.),板金業者のディクソン(Dixon,M.),ワイヤー製造業者のライラン
ド(Ryland,J.),真鍮鋳物業者の ターナー(Turner,John),銃砲製造業者のウ ォーターハ ウス
(Waterhouse,T.),同じく銃砲製造業者のリチャーズ(Richards,W.),ボタン製造業者のシルヴ
ェスター(Silvester,H.),宝飾品製造業者のヘインズ(Haines,S.),製紙業者のハ ットソ(Hut-
ton,S.),漆塗 り業者のスモール(Small,T.)と枚挙に暇がない53)。当時の街路委員会は,そ の大
多数を製造業者が,ま た厳しい財産資格をクリアした富裕な大規模製造業者が占めており,彼 らの
手により煙害規制が導入されたのである。先行する国レベル,ま た都市 レベルでの大気汚染問題史
研究が主張する,地主層や人道主義的政治家が規制を推進し,工業企業家層は専 らこれに抵抗した
とする説は,バ ーミンガムについては全 く当てはまらない と言えよう。工業企業家層の政治的影響
力の伸張が進んだ産業革命期に煙害規制が導入され得たのは,ま さに工業企業家自身が主体的にそ
れに関与 していたからに他ならなかった。
製造業者がいかに積極的 ・主体的に規制に関わったかを,少 し後になるが1839年の街路委員会
における議事内容から見てみよう。真鍮鋳物業者のマ リソズ(Malins,D.)はバーミンガムの煙害
の深刻さについて述べる。「私は以下のことが徐々に認識 されてきていると思う。煙害はある程度
除去されているどころか,町 のあちこちでむしろ増え続けており,酷い時には,人 が自分の家を見
つけ られな くなるほどである」と。そ して,そ の結果,「土地 ・建物はその価値を損なわれ,植生
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は破壊 され,バ ー ミンガ ムは完 全に煤煙の 中に覆 い隠 されてい る」 と。 そ して,「私は,こ の増加
す る生活妨害か ら町の住民を守 るため に何 かをなす こ とこそ が,我 々に課せ られた義務 である と思
う」 と述べた。
また,鋳 鉄業 者あ るいは宝飾品製造 業者のマー シ ャル(Marshall,J.)は,蒸気機 関に よる生活
妨害 によってその価値 を半分 に減 じた土地 ・建物 を知 ってい る と述べ た。 また,既 出の大規模 スク
リュー製造業者ジ ェームズは,町 の中心部 にあ る蒸気機関の煤煙 による財産被害の一例 として,あ
る土地 ・建物 の30年間の貸借料 がわずか5,000ポン ドであ った ことを証言 した。 ここでは工場主達
は,他 者 の被害を証言 してい るが,市 内に工場施設,土 地 ・建物 を持 つ工場主 自身 も,恐 らく何 ら
かの財産 被害を感 じていた と思われ る。そ して,マ リンズが再び述べ る。「南西 か ら風 が吹 くとき,
ア ス トソ ・パ ー ク ・ウォール(AstonParkWall)を見 るこ とはで きな い。 そのす ぐ側には七本 の
煙突があ って大量の煤煙 を吐 き出 して お り,道 路を完全 に黒 くしてい る。 この生活妨害 が除去 され
な いな らば,私 は この問題を委員会 に提訴す るであ ろう」 と。委員会は蒸気機関 に よる生活妨害 に
つ いて調 査 を行 う小委員会の設置 を認めた。同小委員会の メンバーは,既 出のマー シャル,マ リン
ズ,ハ ッ トソ,ジ ェームズの他 に,糖 菓製造 ・販売業 者のルー カス(Lucas,S.W.),水道管等塗
装 業者 の ウ ィル モ ッ ト(Wilmott,J.),職業 不 明 の ボ ー ン(Bourne,J.),ターナ ー(Turner,
James),イングル ビ ィ(Ingleby,C)によって構成 された。 同小委 員会 に も多 くの製造 業者が含
まれたのである54)。
小委員会は,煙 害 問題 を専 門 に調査 する街路管理 人(streetkeeper)を週20シリングで雇用 し,
市内の煙 害発生者 を調査 し,数 人の訴追対象者を選定 した。 とくに問題 となったの は,サ マー ・レ
ーン(SummerLane)の製粉 業者 のバ ドガ ー(Badger,S.)の蒸 気機関 か らの煤煙 であ り,小 委
員会委員 ウ ィルモ ッ トもその被害者であ った(彼 が塗装業者であ るこ とと彼の被害 とは無関係で は
な いであ ろ う)。他 には,時 計製造 業者 のボデ ィン トン(Boddington,W.),銃身製造業者 の クラ
イブ(Clive,J.),などが調査対象 として挙 げ られた55)。
なお,訴 追対象 者ない し訴追された人 々の中には,街 路委員会の委員 も含 まれて いた。 ピソ製造
機の発明 で有名な既 出の板金業者 レ ドサ ムや,19世紀末 にボーン ヴ ィル におけ るチ ョコレー ト製
造で世界的 に知 られ るこ とになるジ ョー ジ ・キャ ドベ リ(Cadbury,G.)の父で,茶 ・コー ヒー製
造 販売業者 のジ ョン ・キ ャ ドベ リ(Cadbury,J.)である。 なお,彼 の親族(父?)で ある服 地商
の リチ ャー ド ・タ ッパ ー ・キ ャ ドペ リ(Cadbury,R.T.)は,1839-40年当時の街路委 員会の委員
長 であった。 むろん,大 規模製 造業 者の全てが,当 初 か ら煙害防止に積極的であ ったわけではな か
った。また,そ れゆえに法規制 の必要性 があ った と言 え よう。 ただ,以 上の大規模製造業者は,苦
情 を申 し立 て られるや,早 急にまた積極 的にそれに対 応 した。 レ ドサムは,多 額の費用を投 じて,
煤煙 除去 に効果的 とされる様 々な方 法を試 し,良 しとした ものを導 入 し,そ の結果,訴 追は猶予 さ
れ ることとな った。 また,キ ャ ドペ リは,「私は(煙 害で)人 を困 らせ る世 界で最後 の者 の うちの
一人 であろ う。私 は全 力を賭 してそれ(煙 害)の 除去 に臨むであろ う」 と宣言 してい る56)。
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さて,以上のような街路委員会,大 規模製造業者の主導による煙害規制がその後 どうなったのか
については,残 念なが ら不明である。 というの も,1840年以降,新 聞は街路委員会における議論
をほとん ど扱わな くなってしまったか らである。こうした街路委員会の活動に対する関心の低下
は,前 節第2項 で述べた とお り,1838年にはバーミンガムが自治都市 とな り,街路委員会 と併存
しつつ,し かし別個の もの として市政を行い得る市議会が誕生 したことと無関係ではないであろ
う。かくして,バーミンガムのその後の煙害規制については,市 議会の存在,ま たそれに強い影響
力を持った中小生産者層の利害を抜 きには語れなくなるのである。こうした中小生産者層が煙害規
制に対 していかなる利害を持ち,ま たそれが,大規模製造業者によって導入された煙害規制の後の
進展にいかなる影響を及ぼすことになったかを明らかにすることが,今後の筆者の課題である。
おわりに
以上,本 稿では,産 業革命期のバーミンガムにおける大気汚染の状況 と,それに対する法的規制
の進展について見るにあた り,まずは,産 業革命期のバーミンガムにおける工業的発展を,動 力機
械化 と大規模化の観点から概観し,つ ぎに,一部の企業が大規模化するなかで,バー ミンガムにお
いては大量に残存し,同地の産業の著しい特色をなすことになった中小生産者層の状況を確認し,
また,彼 らの大規模製造業者 とは異なる立場 ・利害,そ して大工場主 との対立関係について,バ ー
ミンガムにおける都市行政改革の問題を手がか りとして明らかに してきた。そして,そ の上で,大
気汚染問題に関する先行研究の問題点や矛盾に関する考察から浮上した第一の疑問,す なわち,工
業的発展著しい産業革命期のバーミンガムにおいて,被 害者団体による十分な運動の展開がない状
況で,ま た,工業企業家層の政治的影響力が拡大するなかで,な ぜ煙害規制が導入され得たのか,
という疑問について,こ れまで単に規制に反対するだけの自由放任論者 とみなされてきた工業企業
家層の一部である大規模製造業者が,煙 害規制 に対 して主体的 ・積極的に参画していた事実を明ら
かにすることで,こ れに答えることができた。 こうして,大 気汚染問題史の研究史における第二の
疑問点,す なわち,規制が導入されながらも,なぜその執行が思うように進展しなかったのか,と
いう疑問について,大規模製造業者 と中小生産者との間の利害 ・立場の相違 と対立 という点から答
えを求めるための基礎が,本稿によって確かに据えられたのである。
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